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民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号。以下「法」という。）第３４条において準用する同法第２３条第1項の規定により、次のとおり信書便の業務の一部の委託の認可を受けたいので申請します。。
	受託者の氏名及び住所
	

	委託しようとする信書便の業務
	法第２条第７項第×号に規定する特定信書便役務に係る業務のうち、信書便物の配達の業務。

	委託しようとする期間
	法第３４条において準用する第２３条第１項に定める総務大臣の認可を受けた日から１年。ただし、有効期間満了までに文書による別段の意思表示がないときは、更に１年間継続し、以降も同様とする。

	委託を必要とする理由
	別紙のとおり。



 別 紙 

委 託 を 必 要 と す る 理 由
１　委託の理由

　　当社は現在、特定信書便の役務に関わる業務のうち、信書便物の配達の業務及びこれに付帯する業務を経済的に実施するため、当該業務を当社の協力事業者に各々委託する事業計画としている。

　　当社は、現在、東京都、千葉県、神奈川県などを特定信書便事業のサービス提供区域として営業を行っているところであるが、今般、信書便の需要が見込まれる京都府、大阪府、兵庫県に拡大するため、株式会社○○○○他２者に委託する予定である。

　　当該地域に提供区域を拡大するに当たって、自社において体制を整備して、信書便物の引受け、配達（以下「配達等業務」という。）を行う場合とこれらの業務を他社に委託する場合の経費について比較検討した。

その結果は、後記２のとおりであり、当該地域における取扱見込通数１，６００通／月（別紙参照。取引のある事業者へのヒアリングを踏まえて算出。）は、それぞれ他社への委託が不利となる分界点５，３９０通／月を下回っていることから他社への委託により実施することとしたい。

２　自社で配達等業務を行う場合と他社に委託する場合の経費比較

　(1) 自社で配達等業務を行う場合の経費月額＝１００Ｘ円＋１，６１７，０５６円（Xは１ヵ月の取扱通数）

（算出根拠）

当該地域における当社取扱見込通数１，６００通／月の配達体制を次のとおりとし、この場合の経費月額を以下のとおり算出しました。

　　　事務所（１箇所）

　　　人員（所長及び信書便管理者各１名、事務員１名

配送員２名（９時～１８時２名）

　　　車両２台（営業時間、故障、事故等の対応のため２台配備します。）

ア　変動費（Xは１ヵ月の取扱通数）　　　　　　　１００X円／月

（内訳）

・燃料費　　　　　　　　　　　　　　　　３０Ｘ円

　　　Ｘ÷1通×5㎞（１ヶ所あたりの走行距離）÷20㎞/L×120円/L

・販売費及び一般管理費　　　　　　　　　７０Ｘ円

　　　売上高の10%(700円（平均単価）×Ｘ通×10％)

イ　固定費　　　　　　　　　　１，６１７，０５６円／月

・人件費　　　　　　　　　　１，４５６，０００円　

　　　　所  長 400,000円（給与）＋ 48,000円（福利費）×１人＝４４８，０００円

　　　　管理者 300,000円（給与）＋ 36,000円（福利費）×１人＝３３６，０００円

  　　　事務員 200,000円（給与）＋ 24,000円（福利費）×１人＝２２４，０００円

　　　　配送員 200,000円（給与）＋ 24,000円（福利費）×２人＝４４８，０００円

・減価償却費（車両）　　３０，５５６円

　　　　550,000円（取得価格）÷36ヵ月×２台

・駐車料金　  15,000円×２台　=　３０，０００円

・車両保険料  11,250円×２台　=　２２，５００円

・自動車関連税 5,000円×２台　=　１０，０００円

・車両修繕費　 4,000円×２台　=　　８，０００円

・事務所賃借料　　　　　　　　　　６０，０００円

　

(2) 他社に委託する場合の経費月額＝４００X円（Xは１ヵ月の取扱通数）

　　（算出根拠）

　　　信書便物１通当たり４００円を配達業務委託費として支払うことにする。

ア　変動費（Xは１ヵ月の取扱通数）　　　４００X円／月

(3) 他社への委託が不利となる分界点の算出

　　　自社で行う場合と他社に委託する場合の経費が等しくなる通数Ｘを分界点とする。分界点を超えた場合は、１通当たりの変動費が高い「他社への委託」が不利となる。

　　　１００Ｘ円＋１，６１７，０５６円＝４００X円

３００Ｘ円＝１，６１７，０５６円

Ｘ＝５，３９０通
